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＜経歴＞
1992年 公認会計士登録
15年間大手監査法人に勤務し、会社外部から会計監査にかかわった
のち、一部上場企業へ転職し、内部監査部門の立場から、会計およ
び税務に関する監査を実施
なお、監査法人退職後、2年間外務省に入省し、各国の日本大使館
を査察し、金銭着服等の不正の有無を調査した経験をもつ

＜事務所沿革＞
2013年2月:税理士登録に伴い公認会計士・税理士事務所開設
2014年1月:認定経営革新等支援機関（経済産業局認定）へ登録
2015年6月:東京税理士会目黒支部 幹事就任
2016年7月：日本公認会計士協会東京会 目黒会 副会長就任

講師プロフィール



2
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Ⅰ 改正内容
１．はじめに
２．制度改正(配偶者控除と配偶者特別控除の見直し)
３．様式改正(扶養控除等申告書)

Ⅱ 実務への影響
１．社員(従業員)へのご案内
２．平成30年分｢扶養控除等申告書｣の内容確認
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社員(従業員)
に関する内容のとき、スライドの右上に当アイコンを表示します。

配偶者
に関する内容のとき、スライドの右上に当アイコンを表示します。

アイコンのご説明
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※今年の年末調整計算は今までどおりです。
当改正は、平成30年1月支給の給与(賞与)から影
響します。

Ⅰ 改正内容
１．はじめに

｢一億総活躍社会｣

より働きやすい社会の実現

配偶者控除・配偶者特別控除の見直し
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(1) 配偶者の年収上限引き上げ

Ⅰ 改正内容
２．制度改正(配偶者控除と配偶者特別控除の見直し)

(出典：国税庁｢源泉所得税の改正のあらまし(平成29年4月)｣)

平成30年の年末調整に影響

150万円へ！

所得控除額38万円の対象となる配偶者の給与収入の上限を
150万円に引き上げ (現行：103万円) 配偶者
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(1) 配偶者の年収上限引き上げ
【ご参考：社会保険料負担】

※次の条件をすべて満たす場合

①週20時間以上働く
②賃金が月額88,000円以上

(年収106万円以上。交通費含む。)

③1年以上勤務する見通しである
④(原則)従業員が501人以上の企業である

Ⅰ 改正内容
２．制度改正(配偶者控除と配偶者特別控除の見直し)

平成30年の年末調整に影響

行 配偶者の年収 配偶者の社会保険料負担

1 106万円未満 なし

2 106万円以上130万円未満 あり(条件付き(※))

3 130万円以上 あり

ご注意ください！
配偶者の年収が130万円以上の場合に

社会保険料負担が生じます！

④の条件があるため、
多くの中小企業では

配偶者の社会保険料負担は
「なし」となります。

配偶者
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Ⅰ 改正内容
２．制度改正(配偶者控除と配偶者特別控除の見直し)

(出典：国税庁｢平成30年分以降の配偶者控除及び配偶者特別控除の取扱いについて(毎月(日)の源泉徴収のしかた)｣)

平成30年の年末調整に影響

控除なし

年収(万円)
1,120超
1,170以下

1,170超
1,220以下

1,220超

減少控
除
額
が
段
階
的
に
減
少

減少

(2) 社員の年収制限
社員の給与収入が1,120万円

(900万円)を超える場合、控除

額が段階的に減少。
1,220万円(1,000万円)を超

える場合は控除が受けられませ

ん。
(上記カッコ内の金額は、合計
所得金額)

※給与収入が1,120万円
以下の場合、当スライド
の内容は該当しません。

社員
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今回の制度改正で、 ｢源泉控除対象配偶者｣と｢同一生計配偶者｣が新たに定まり
ました。

Ⅰ 改正内容
３．様式改正(扶養控除等申告書)

平成30年１月支給の給与(賞与)から影響

合計所得金額が900万円以下の居住者(社員)と生計を一にする配偶者で、その
配偶者の合計所得金額が85万円以下の人

上記の配偶者の情報を
取得するために、平成30
年分｢扶養控除等申告書｣

の様式が改正されます。

源泉控除対象配偶者

居住者(社員)と生計を一にする配偶者で、その配偶者の合計所得金額が38万円
以下の人

同一生計配偶者(改正前の｢控除対象配偶者｣と同様)

(国税庁｢源泉所得税の改正のあらまし(平成29年4月)｣を加工して作成)
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(1)

Ⅰ 改正内容
３．様式改正(扶養控除等申告書)

(2) (3)

平成30年１月支給の給与(賞与)から影響
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(1) ｢Ａ源泉控除対象配偶者｣欄
【改正前】(平成29年分)：｢控除対象配偶者｣を記載

【改正後】(平成30年分)：｢源泉控除対象配偶者｣を記載

●控除対象配偶者とは…
居住者(社員)と生計を一にする配偶者で、その配偶者の合計所得金額が38万
円以下の人

●源泉控除対象配偶者とは…
合計所得金額が900万円以下の居住者(社員)と生計を一にする配偶者で、
その配偶者の合計所得金額が85万円以下の人

平成30年１月支給の給与(賞与)から影響Ⅰ 改正内容
３．様式改正(扶養控除等申告書)
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●控除対象配偶者とは…
居住者(社員)と生計を一にする

配偶者で、合計所得金額が38万

円以下の人

(2) ｢Ｃ障害者、寡婦、寡夫又は勤労学生｣欄

【改正前】(平成29年分)：｢控除対象配偶者｣である障害者の場合に｢○｣

【改正後】(平成30年分)：｢同一生計配偶者｣である障害者の場合に｢○｣

●同一生計配偶者とは…
｢控除対象配偶者｣と同様

平成30年１月支給の給与(賞与)から影響Ⅰ 改正内容
３．様式改正(扶養控除等申告書)

※配偶者が障害者である場合のみ、当スライドをご確認ください
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(3) ｢左記の内容｣欄

｢左記の内容｣欄には、同一生計配偶者の氏名、個人番号、住所又は居所、生

年月日、続柄、平成30年中の所得の見積額を記載します。

平成30年１月支給の給与(賞与)から影響Ⅰ 改正内容
３．様式改正(扶養控除等申告書)

※前スライドで｢同一生計配偶者｣に｢○｣を記載する場合のみ、
当スライドをご確認ください
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改正後の｢扶養控除等申告書｣の記載例(PDF)を、１０月上旬以降に提供予定です。

Ⅱ 実務への影響
１．社員(従業員)へのご案内

記載例を提供します！
社員(従業員)へご案内ください

※画像はイメージです。実際とは異なります。

配偶者社員
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給与担当者は、回収した平成30年分｢扶養控除等申告書｣について、改正後の制
度に基づいて内容確認しましょう。

Ⅱ 実務への影響
２．平成30年分｢扶養控除等申告書｣の内容確認

次のいずれかに該当する場合、源泉控除対象配偶者とはなりません。
(1) 平成30年分の社員の所得(見積額)が900万円を超える
(2) 平成30年分の配偶者の所得(見積額)が85万円を超える

平成30年分｢扶養控除等申告書｣は、
改正後の制度に基づいて内容確認！
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※本パワーポイントに使用されているテキスト・図表・イラストの

無断転載を固くお断りします。

N DE


